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１．はじめに 

 

2002年に策定された地球温暖化対策推進大綱1)

（以下，新大綱）では2010年までにトラック輸送の

効率化により約290万トンのCO2の排出削減目標量

を掲げている．その方策として，エネルギー利用効

率の悪い自家用トラックから営業用トラックへの転

換（営自転換）と積載率の向上が示されている．し

かし，どの程度の効率化が求められているかについ

ては明らかにされていない． 

運輸部門のCO2排出量の将来削減量を推計したも

のとして，中央環境審議会資料2)，温室効果ガス削

減技術シナリオ策定調査検討会報告書3)があげられ

るが，トラック輸送の効率化の効果については，前

者は普通貨物車の積載率が50~60%に向上するとい

う非常に大胆な仮定で推計しており，また後者は積

載率向上の効果は不明確として計上していない．一

方，CO2削減目標を達成しうる施策を定量的に推定

する方法として，中村ら4)の研究があげられる．そ

こでは運輸部門全体のCO2排出量の目標値を設定し，

それを達成しうる施策を，排出量推計モデルを用い

て逆推計している．ただしトラック輸送効率化は分

析対象とはされていない． 

本研究では，中村らと同様のアプローチで，削減

目標量を達成しうる営自転換量，積載率向上量を全

国レベルで把握し，1990年から2000年までのトレン

ドから2010年での実施可能性について検討を行う． 
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２．トラック輸送のCO2排出の現状 

 

1990年から2000年にかけて自動車貨物の輸送量

はトンキロベースで14%増加する一方，CO2の排出

量は12％の増加にとどまっている．これはトラック

輸送全体のエネルギー効率が向上していることを意

味しており，自家用から営業用への輸送転換がその

一因とされている． 

1990年と2000年の自動車全体と用途別車種別の

排出原単位を表－1に示す．これより全体では1.7％

の排出原単位の改善がなされたことがわかるが，一

方で用途別車種別に見ると，すべての分類で排出原

単位は増加している．これは時刻指定や輸送頻度の

増加等に伴う積載率の低下に起因するものであると

いわれている．以上より貨物輸送の営自転換は進ん

でいるものの，積載率向上による効率化は進んでい

ない． 

なお，ここで示したデータは全国の集計値であ

るが，一般に積載率が低く単位輸送量あたりの排出

原単位が大きいのは都市内の貨物輸送である．たと

えば，自家用普通車の平均輸送距離は営業用に比べ

てかなり短いことから，効率の低い自家用貨物車は

都市部での利用が多いと考えられる．本研究では全

国データを用いて分析するものであるが，都市部に

対しても特有の対策を行わなくてはならないことに

留意する必要がある． 

 

表－1 用途別車種別の貨物自動車の排出原単位 

kg-CO2/ton-km 
車種 

年次 全体 用途 
普通 小型 特種 軽 

営業用 0.165 0.642 0.218 1.3211990 0.345
自家用 0.279 2.010 0.383 9.802
営業用 0.178 0.818 0.230 1.9332000 0.339
自家用 0.372 3.094 0.574 9.866

自動車輸送統計年報 5)，総合エネルギー統計 6)より作成 



３．営自転換によるCO2排出の削減 

 

（１）削減目標達成に必要な営自転換量 

表－1から明らかなように，全車種で営業用の排

出原単位は自家用より低く，自家用から営業用へ輸

送が転換されればCO2排出量は削減されることが期

待される．ここでは，車種ごとに輸送される貨物の

特性が異なると仮定し，同一車種の営業・自家用途

間の輸送転換を考える．すなわち，車種別の輸送重

量，輸送トンキロそれぞれについて営業用と自家用

の和は一定とし，目標達成に必要とされる転換輸送

重量と平均輸送距離の変化量を推定する．ただし，

小型車から普通車への転換は対象とせず，用途別車

種別のCO2排出原単位は2000年の値を用いる． 

推計において，車種別の営業用トラックの輸送

トン数とトンキロが決まれば制約条件から自家用の

それらも決まるが，8つの変数に対し，CO2排出削

減量の1つのみが既知であり解を求められない．こ

こでは，排出削減目標を満たし，かつ全用途全車種

の輸送重量と平均輸送距離の2000年からの変化率の

自乗和が最小となる輸送転換量を求めるものとする．

この変化の自乗和を最小とする意味は，現状からの

変化量に応じてコストが発生するものと仮定すると，

目標を達成するためのコスト最小化問題と解釈でき

る．詳細は付録1に示す． 

以上の方法で算定された転換輸送量を表－2に示

す．なお，CO2排出量の変化率は原単位を一定とし

ているため輸送トンキロの変化率と等しい．輸送量

の変化率が最小となるよう求めているため輸送量の

多い普通車の転換量が大きくなっている．普通車の

平均輸送距離を見ると自家用は約4km減少している

のに対し，営業用では1.3kmほど増加している．こ

れは，特に普通車の営自転換は長距離輸送において

促進すべきことを示唆している．トンキロベースで

見ると自家用の2割以上の輸送量を営業用に転換す

ることが必要とされている． 

一方，排出原単位の大きい自家用軽自動車につ

いては転換輸送量の絶対量は相対的にかなり小さい

が，転換によるCO2の削減量は無視できない．2000

年の輸送量に対する比率で見るとトンキロでは6.

3%程度の転換が必要とされる一方，受け入れ側の

営業用軽自動車ではトンキロベースで2割弱の輸送

量の増加を担うことが求められている．また，小型，

特種についても，相当量の転換が求められる． 

表－2 目標達成に必要な営自転換量 
自家用から営業用への変化量 

普通 小型 特種 軽 
輸送トン数(MT) 62.1 1.4 10.1 1.5 
輸送量(MT-km) 8,745 98 563 99

営業用 1.29 1.71 -0.70 2.79 平均輸送距離
の変化量(km) 自家用 -3.89 -0.20 -0.99 -0.63 

営業用 1.56 0.08 0.13 0.19 CO2の変化量
（MT-CO2）  自家用 -3.26 -0.30 -0.32 -0.97 
2000年からの変化率   

営業用 2.5 5.2 2.4 9.3輸送重量(%) 
自家用 -3.2 -0.4 -2.5 -1.2
営業用 4.0 10.6 1.5 18.9輸送トンキロ(%)
自家用 -20.9 -1.4 -8.1 -6.3
営業用 1.5 5.1 -0.8 8.8輸送距離(%) 
自家用 -18.3 -0.9 -5.8 -5.2
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()内は目標分担率達成年度を表す 

図－2 営業用分担率の実績値と推計値（トンキロ） 

 

（２）営自転換の可能性 

ここでは 1990-2000 年の転換のトレンドに基づ
き，営自転換の実現可能性について検討する．上述

の分析より得られる削減目標達成に必要な営業用自

動車の分担率は普通貨物車，小型貨物車，特種，軽

貨物車それぞれ 87%，13%，85%，30%である． 
車種別の営業用自動車のトンキロベースの分担

率の変化の実績と推計値を図－2 に示す．1990 年
から 2000 年にかけて，いずれの車種も営業用の分
担率が増加しており，この期間の普通，小型，特種，

軽貨物車の年間平均増加率は，それぞれ 1.15％，
1.20％，1.66％，2.21％である．図中の推計値はこ
の変化率を用い 2010 年までの目標分担率を推定し
たものである．この結果を用いると，普通，小型，

特種，軽貨物車の目標分担率は，それぞれ 2004 年，



2009 年，2001 年，2008 年に達成されることとな
り，必ずしも非現実的な目標ではないと考えられる． 
ただし，この結果は用途別車種別の排出原単位

が変わらないこと，営自転換が1990-2000年のトレ
ンドで進捗することを前提としていることに留意す

る必要がある．特に普通車と特殊用途車はすでに営

業用の分担率がかなり高く，この転換の傾向を維持

するには追加的な転換方策が必要と考えられる．ま

た，自家用の排出原単位が高いのは，運用の非効率

性とともに，荷物の特性として輸送の迅速性，場所，

時間の任意性が求められていることも考えられる．

したがって，単に営自転換を行うのみならず，排出

原単位を悪化させないための方策も同時に求められ

ている． 

 

４．積載率向上によるCO2排出の削減 

 
次に，用途別車種別に CO2 削減目標の達成に必

要とされる積載率の変化量を算定する．ここではト

ンベース，トンキロベースの総輸送重量は変わらな

いものとし，1 回あたりの輸送重量を増加させ，輸

送回数を減少させることで積載率の向上と走行距離

の減少を行わせるシナリオを仮定した． 

なお，1 回あたりの積載重量と CO2排出原単位の

間には有意な負の相関がある．すなわち 1回の輸送

重量が少ないほどトンキロあたりの CO2 排出量は

多くなる．ここでは，以下の式を用いて車種別の排

出原単位αk (kgCO2/ton-km)の推計を行った．  

排出原単位 αk=ak0+ak1 /(qk×βk) 

ここで，kは用途・車種をあらわし，βkは実車率

（実車キロ/走行キロ），qkは1回あたりの輸送重量
（トン）を表す．ak0，ak1はパラメータである．こ

の式の解釈については付録2に示す．このパラメー
タを重回帰分析により推定した結果を表－3に示す．
なお，推定には1990-2001年の車種別の排出原単位，
走行キロ/実車キロ，1回あたりの輸送重量を用いて
おり，これらは文献5),6)から２次推計したもので
ある．また，用途別（営業用，自家用）のデータは

車種ごとにプールして用いている．表の最下段は実

測値と推計値の相関係数である． 
これより，概ねいずれのパラメータも有意であ

り，また再現性も高いことが読み取れる．次にこれ

らの算定式を用いて削減目標を達成するための輸送

重量の増加量を推定する． 

この推計問題は，前章と同様に排出削減目標で

ある制約式が１つ，操作変数として用途別車種別の

平均輸送重量が８つであり，解を求められない．こ

こでは削減目標達成を制約条件とし，輸送重量の変

化に伴う輸送回数の変化率の自乗和を最小とする平

均輸送重量を求めた．なお車種・用途別の総輸送重

量，輸送距離は変わらないものすると，平均輸送重

量の変化に対する輸送回数の変化量は一意に求めら

れる．また，走行キロと実車キロの比βkは2000年
の値を用いた．この結果を，平均輸送重量と輸送回

数の2000年からの変化率およびCO2排出量の変化量

として表－４に示す． 
 

表－３ 車種別 CO2 排出原単位算定式の推定結果 

普通 小型 特種 軽 
切片 0.070

(22.3) 
0.168 
(15.0) 

0.087
(12.8) 

0.095
(1.2) 

係数 0.453
(65.4) 

0.263 
(157.8) 

0.445
(44.2) 

0.210
(94.5) 

相関係数 0.997 1.000 0.994 0.999 
()内は t値 

 
表－４ 目標達成可能な平均輸送重量，回数の変化 

普通 小型 特種 軽 
営業用 5.0 0.1 1.1 0.2平均輸送

重量(%) 自家用 2.6 4.4 0.7 3.1
営業用 -4.8 -0.1 -1.1 -0.2年間輸送

回数(%) 自家用 -2.5 -4.2 -0.7 -3.0
営業用 -1.1 0.0 -0.1 0.0 CO2排出量

(Mt-CO2) 自家用 -0.3 -0.9 0.0 -0.5 
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図－4：用途別車種別の積載率の変化(1990-2002) 

 



これより特殊用途以外では2.5％から5%程度の平

均輸送重量を増加させ，同程度の輸送回数の削減を

行うことができれば，目標を達成しうることがわか

る．ただし，これは単に車両の大型化により実現す

るものではない．用途別車種別に見ると積載率は減

少を続けている(図－4参照)．すなわち，たとえ車

両が大型化しても，輸送頻度が削減されなければエ

ネルギー消費効率は改善されない．特にトラック輸

送においては都市部での少量多頻度輸送の非効率性

が指摘されている．積載率の向上のためには，一層

の合理化とともに，不要不急な時刻指定等の高度輸

送サービスの見直しなど，輸送を集約化する努力を

運送業者，荷主共に行うことが必要である．近年，

官民が協力してトラック輸送の効率化に取り組んで

いるが，本研究の結果はその目標達成のベンチマー

クとして利用可能である． 

 

５．まとめ 

 
本研究では，トラック輸送について新大綱の削

減目標を達成しうる営自転換量，および積載効率の

向上量をそれぞれ定量的に求めた．また，1990-
2000 年の傾向より，営自転換は実現可能性が高い
が，積載率の向上には多大な努力が必要であること

が示唆された．これらの結果は，具体的な個別対策

を検討する上での目標値として利用しうる． 
ただし，ここで得られた結果はいくつかの仮定

に基づいていることに留意する必要がある．特に不

定問題の解法に用いた目的関数の意味は不明確であ

り，効率化のコストを考慮することが必要である． 
 
付録 1：営自転換量の推定方法 
車種を k∈K={普通車，小型車，特殊用途車，軽自動

車}とし，営業用の輸送トン数の変化量を xb
k，平均輸

送距離の変化量 db
k とする．ここで，車種別の輸送重

量，輸送トンキロは不変と仮定すると，自家用の輸送
トン数の変化量 xh

k，平均輸送距離の変化量 dh
kは以下

のように与えられる． 
xh

k=－xb
k 
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ただし，Hb

k，Hh
kはそれぞれ営業用，自家用の 2000

年の輸送トンキロ，Xb
k，Xh

k は輸送重量，Db
k，Dh

k は

平均輸送距離をあらわす．ここでは，営自転換により
290 万トンの削減を達成する車種ごとの転換輸送量を
求めることが必要となるが，操作変数はすべての k に
関する xb

k，db
k で８つあり，解は一意に定まらない．

そこで，CO2排出削減量を制約条件とし，輸送重量お
よび輸送距離の 2000 年からの変化率の自乗和を最小
とする xb

k，db
k を求める最適化問題として定式化する．

この変化の自乗和を最小とする意味は，現状からの変
化量に応じてコストが発生するものと仮定すると，目
標を達成するためのコスト最小化問題と解釈できる．
この問題は次式であらわされる． 
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,

α =－2.9(MT-CO2) 

ただし，αi
kは用途 i 車種 k の CO2 排出原単位をあ

らわし，xh
k，dh

k は上で与えられたものを用いる．こ
の問題を解くことで，転換輸送量を求めた． 
 
付録 2：排出原単位の算定式 
細井 7)は実走行時の平均速度のもとでの単位距離あ

たりの CO2の排出量を以下の式で推定している． 

CO2=a0+a1W 

ここで，W は走行時の車両重量を表す．空車時の車
両重量を qc，積載貨物重量を qk とし，また貨物輸送
を行う実走行距離を lk，輸送以外の空荷状態の走行距
離を leとすると，総 CO2排出量(GCO2)は 

GCO2=(a0+a1(qc+qk))×lk+(a0+a1×qc)×le 

となる．貨物輸送トンキロは qk×lk であるから，輸送
トンキロあたりの CO2排出量(原単位)は 

αk= GCO2/( qk×lk)= a1+(a0+a1×qc)( lk+ le)/ lk/ qk 

ここで，a1= ak0，(a0+a1×qc) = ak1，lk /( lk+ le) =βkとお
くと，本分析で用いた算定式が得られる． 
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